
日野町財政事情公告 

 

 

  日野町財政事情の作成及び公表に関する条例（昭和 30年日野町条例第 31号）

第２条の規定により、令和７年３月３１日現在の財政事情をここに公表する。 

 

 

   令和７年６月２日 

 

                                       日野町長 堀 江 和 博 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

財 政 事 情 
 

（一般会計および特別会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月 

日  野  町 



はじめに 

 

令和７年度は、第６次日野町総合計画の５年目の年度であり、「時代の変化に対応し だれ

もが輝きともに創るまち“日野”」を実現するため、本年度においても、予算編成における

重点目標（一部抜粋）を定め、町の持続発展に資する事業には重点的に予算配分を行ってい

ます。 

しかしながら、町の令和 7 年度当初予算編成は、一定の税収の増が見込めたものの、物価

高騰に伴う経常経費の増や社会保障関係費の伸び、職員の給与改定や地域手当支給開始等に

よる人件費の増、国民スポーツ大会の開催等、それを超える歳出の伸びが見込まれ、予算編

成は極めて厳しいものとなりました。 

まず、歳入では、景気の回復等により、町民税、固定資産税において大幅増が見込まれる

一方、国の地方財政計画における見込みにより、普通交付税の減額を見込んでいます。また、

まちの施策を推進するため、国庫補助金やふるさと納税等の特定財源の確保にも積極的に取

り組んでいます。 

歳出では、子育て施策として、日野学童保育所「ヒノキオ」の保育室増設にかかる設計、

養育環境等に課題のある児童等に対して居場所を開設し、学習面や生活面におけるサポート

を実施する児童育成支援拠点事業の開始、1 か月児健康診査の開始、松尾公園や大谷公園に

おいて子どもの遊び場の拡充を行うための設計、小学校への校内教育センター学習指導員の

配置や不登校児童生徒と関係機関や支援者をつなぐ不登校支援コーディネーターの配置等、

不登校対応の強化等を推進します。 

生活基盤整備として、町道整備や橋梁の長寿命化工事等を実施し、産業振興として、町内

に工場等を新規立地し、町内住民を雇用した企業への奨励金の交付、地域の商店等の事業承

継支援、農業振興として、ため池耐震調査、新規就農者の育成支援、農道整備、農業生産条

件の不利な中山間地域への支援の拡充等を実施します。 

他にも、地区公民館調理実習室への空調設置や国民スポーツ大会開催にかかる選手の受け

入れ体制やおもてなし対応の充実、持続可能な地域づくりに向けた自治会支援など多方面に

わたる事業を行います。 

結果として、令和 7 年度の一般会計予算総額は 106 億 5,000 万円となり、過去最大の

予算規模となりました。あわせて、令和 6 年度の補正予算においても、社会資本整備総合交

付金事業（防災・安全）の他 18 件、合計 11 億 7,989 万円を令和 7 年度に繰越していま

す。 

このことから、令和 7 年度の実質的な予算規模は、当初予算の 106 億 5,000 万円に繰

越分を加算した 118 億 2,989 万円となり、非常に大きな規模となりました。 

この財政事情は、町民の皆様にこうした町財政の状況を知っていただくため、毎年６月と

１２月に公表しているものです。今回は、令和 7 年度当初予算の概要、令和 6 年度下半期に

おける予算の補正状況および執行状況等についてお知らせします。 
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1．令和 7 年度当初予算の概要 

 

（１）予算編成のあらまし  

日野町の令和 7 年度一般会計予算は、106 億 5,000 万円と、前年度と比較すると 7 億

1,500 万円（7.2％）の増となっており、過去最大の予算規模となりました。 

歳入の主なものとしては、町税で37億9,728万円を計上しています。町税においては、個

人町民税で1億2,700万円（14.0％）、法人町民税で9,096万円（24.2％）の増額を見込

んでいます。なお、令和６年度に実施された個人町民税における定額減税の影響額1億700

万円を除くと2,000万円が増額となる見込みです。 

一方、純固定資産税では、土地分において、地価の下落における時点修正による1,025万

円（2.2％）の減はあるものの、家屋分について、新築家屋分による増要因等により3,880

万円（4.3%）の増額となっており、企業の設備投資による償却資産分として6,495万円

（10.9％）の増額等が見込まれることから、全体では9,350万円（4.7％）増の20億6,750

万円を見込んでいます。 

また、地方交付税は、国がどの地域に住む住民にも一定の行政サービスが提供できるよう、

地方の財源を保障する制度であり、令和7年度は、税収増に伴う基準財政収入額の増額見込

みに伴い、17億9,000万円と前年度より2,000万円（1.1％）の減額を見込んでいます。 

町債では、急傾斜地崩壊対策事業および道路維持補修事業の財源として起債する緊急自然災

害防止対策事業債や公共事業等債（公園管理運営事業）の増、地区公民館７館の調理実習室空

調設置工事のための緊急防災・減災事業債等の増により、総額で前年度比4,670万円(26.0％)

増の 2 億 2,660 万円となりました。 

歳出については、主に住民福祉や子育て支援関係のための費用である民生費が 40 億

8,830 万円と歳出全体の 38.4％を占めています。民生費では、私立保育園運営事業におけ

る運営負担金の増額、地域密着型サービス施設等整備事業の実施、障害者総合支援事業や児

童手当支給事業等の扶助費の増額等により、全体としては 4 億 3,816 万円（12.0％）の増

額となりました。 

 次いで教育費が 15 億 1,024 万円と大きな支出割合（14.2％）を占めています。教育費

は、小中学校フリースクール利用助成、奨学金返還にかかる助成、国民スポーツ大会の開催

に向けた準備、各小学校および各地区公民館における改修・修繕工事等を見込んでいること

から、前年度比では 9,732 万円（6.9%）の増額となりました。 

その他、土木費では、地籍調査事業や道路維持補修事業および大谷公園体育館長寿命化工

事等に伴う公園管理運営事業の増により、前年度比 1 億 3,886 万円（16.9％）増額の 9 億

6,126 万円を予算計上しております。 
 

 

 

 
1 



（２）予算規模  

 令和 7 年度の当初予算規模は、第１表のとおり一般会計 106 億 5,000 万円、特別会計

46 億 5,601 万円、企業会計 22 億 8,581 万円、合計で 175 億 9,182 万円となりました。 

 

第１表 令和 7 年度と令和 6 年度の予算規模の比較 

（単位：千円、％）

令和7年度
当初予算額 当初予算額 最終予算額 （A-B）/B （A-C)/C

Ａ Ｂ Ｃ *100 *100

一 般 会 計 10,650,000 9,935,000 11,199,341 7.2 △ 4.9
特 別 会 計 4,656,011 4,728,635 4,764,841 △ 1.5 △ 2.3

企 業 会 計 2,285,812 2,389,102 2,448,296 △ 4.3 △ 6.6

計 17,591,823 17,052,737 18,412,478 3.2 △ 4.5
※企業会計は収益的支出および資本的支出の合計を示しています。

区     分
令和6年度 比          較

 

なお、平成 28 年度から令和 7 年度までの１０年間における町の予算額（当初予算額）の 

推移は、第２表のとおりです。 

 

 

第２表 日野町の当初予算額の推移（平成 28 年度 ～ 令和 7 年度） 
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（３）一般会計 

①  歳入予算 

令和 7 年度の歳入予算は、国の地方財政計画や、

町税収入の動向を見極めながら見込んでいます。町

自らが調達する自主財源として、町税が増額となっ

たほか、繰入金として、町債の元利償還金に充てる

ための減債基金繰入金１億 4,000 万円や、不足す

る財源に対応するため、財政調整基金繰入金 5 億

4,000 万円を計上しております。 

また、依存財源については、財源の積極的な確保

による国庫支出金および県支出金の増額見込みに

伴い、総額 52 億 5,593 万円となり、対前年度比

で 3 億 6,284 万円の増となりました。 

 

 

第４表 令和 7 年度一般会計予算の歳入内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３表 歳入予算の構成図 

 

歳出総額 

77億 500万円 

3 

※構成比は端数処理の都合上、内訳と計・合計が一致しないことがあります。（以下の表についても同じ） 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

Ａ B Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｃ/Ｂ*100

町 税 3,797,282 35.7 3,486,021 35.1 311,261 8.9

分 担 金 ・ 負 担 金 148,319 1.4 132,653 1.3 15,666 11.8

使 用 料 ・ 手 数 料 72,249 0.7 71,678 0.7 571 0.8

財 産 収 入 8,039 0.1 4,586 0.0 3,453 75.3

寄 付 金 100,000 0.9 102,441 1.0 △ 2,441 △ 2.4

繰 入 金 777,808 7.3 697,024 7.0 80,784 11.6

繰 越 金 300,000 2.8 250,000 2.5 50,000 20.0

諸 収 入 190,368 1.8 297,503 3.0 △ 107,135 △ 36.0

計 5,394,065 50.6 5,041,906 50.7 352,159 7.0

地 方 譲 与 税 90,122 0.8 87,249 0.9 2,873 3.3

利 子 割 交 付 金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

配 当 割 交 付 金 15,000 0.1 10,000 0.1 5,000 50.0

株式等譲渡 所得 割交 付金 12,000 0.1 10,000 0.1 2,000 20.0

法 人 事 業 税 交 付 金 67,000 0.6 97,000 1.0 △ 30,000 △ 30.9

地 方 消 費 税 交 付 金 515,000 4.8 500,000 5.0 15,000 3.0

ゴルフ場利用税交付金 55,000 0.5 50,000 0.5 5,000 10.0

環 境 性 能 割 交 付 金 12,000 0.1 9,000 0.1 3,000 33.3

地 方 特 例 交 付 金 17,000 0.2 125,000 1.3 △ 108,000 △ 86.4

地 方 交 付 税 1,790,000 16.8 1,810,000 18.2 △ 20,000 △ 1.1

交通安全特 別対 策交 付金 1,200 0.0 1,200 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 1,382,692 13.0 1,130,035 11.4 252,657 22.4

県 支 出 金 1,071,321 10.1 882,710 8.9 188,611 21.4

町 債 226,600 2.1 179,900 1.8 46,700 26.0

計 5,255,935 49.4 4,893,094 49.3 362,841 7.4

10,650,000 100.0 9,935,000 100.0 715,000 7.2歳　　入　　合　　計

（単位：千円）

自
主
財
源

依
存
財
源

区　　　分

令和7年度 令和6年度 比較



  ② 歳出予算 

ア 目的別内訳 

歳出予算を目的別に見ると、各費目の歳出総額に

占める割合は、民生費が 40 億 8,830 万円

（38.4％）と最も高く、次いで教育費が 15 億

1,024 万円（14.2%）、総務費が 13 億 393 万

円（12.2％）、土木費が 9 億 6,126 万円（9.0％）

の順となっています。 

前年度からの増額要因として、民生費における私

立保育園運営事業における運営負担金の増額、地域

密着型サービス施設等整備事業の実施、障害者総合

支援事業や児童手当支給事業等の扶助費の増額等

により、全体としては 4 億 3,816 万円（12.0％）

の増、土木費における、地籍調査事業や道路維持補

修事業および公園管理運営事業における大谷公園

体育館長寿命化工事等による、前年度比 1 億 3,886 万円（16.9％）増などが挙げられます、    

また、減額要因として、総務費における滋賀県６町行政情報システムクラウド更新事業等

の影響により、全体で 8,405 万円（△6.1%）の減などが特徴的なものとなります。 
   
第６表 令和 7 年度一般会計歳出予算の目的別内訳 

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ/Ｂ＊100

議会費 97,941 0.9 93,433 0.9 4,508 4.8

総務費 1,303,932 12.2 1,387,984 14.0 △ 84,052 △ 6.1

民生費 4,088,299 38.4 3,650,139 36.7 438,160 12.0

衛生費 724,419 6.8 690,308 6.9 34,111 4.9

労働費 22,621 0.2 20,292 0.2 2,329 11.5

農林水産業費 554,982 5.2 489,218 4.9 65,764 13.4

商工費 248,791 2.3 256,141 2.6 △ 7,350 △ 2.9

土木費 961,255 9.0 822,392 8.3 138,863 16.9

消防費 370,403 3.5 355,734 3.6 14,669 4.1

教育費 1,510,234 14.2 1,412,919 14.2 97,315 6.9

災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

公債費 762,123 7.2 751,440 7.6 10,683 1.4

予備費 5,000 0.0 5,000 0.1 0 0.0

歳    出    合     計 10,650,000 100.0 9,935,000 100.0 715,000 7.2

区        分

令和7年度 令和6年度 比      較

 

 

第５表 歳出予算の構成図 
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イ 性質別内訳 

 歳出予算を性質別に分類しますと、歳出総額に占

める割合は、第７表のとおり義務的経費が 55 億

6,738 万円（52.3％）、投資的経費が 7 億 7,664

万円（7.3％）、一般行政経費が 43 億 598 万円

（40.4%）となっています。 

 次に、小分類では、人件費が 27 億 917 万円

（25.4％）、次いで扶助費が 20 億 9,609 万円

（19.7%）、補助費等が 17 億 9,599 万円

（16.9％）、物件費、普通建設事業費、公債費の

順となっています。 

 前年度と比較すると、給与改定や地域手当の支給

開始等により、人件費で 1 億 7,536 万円（6.9%）、

障害福祉サービス給付費、児童手当支給対象拡大等

により、扶助費で 2 億 7,563 万円（15.1%）、総合計画の見直しや地籍調査等により物件

費で 7,839 万円（4.8％）それぞれ増加しています。 

 

第８表 令和 7 年度一般会計歳出予算の性質別内訳

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ/Ｂ＊100

  人       件       費 2,709,167 25.4 2,533,805 25.5 175,362 6.9

  物       件       費 1,704,861 16.0 1,626,467 16.4 78,394 4.8

  維  持  補  修  費 60,982 0.6 52,823 0.5 8,159 15.4

  補    助    費    等 1,795,990 16.9 1,731,937 17.4 64,053 3.7

  扶       助       費 2,096,086 19.7 1,820,453 18.3 275,633 15.1

  普 通 建 設 事 業 費 776,635 7.3 657,570 6.6 119,065 18.1

　   　補   助   事   業 513,714 4.8 424,909 4.3 88,805 20.9

　　   単   独   事   業 262,921 2.5 232,661 2.3 30,260 13.0

　   　災   害   復   旧 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  公      債      費 762,123 7.2 751,440 7.6 10,683 1.4

  投 資 出 資 貸 付 45,134 0.4 62,589 0.6 △ 17,455 △ 27.9

  繰 　   出　    金 589,538 5.5 590,755 5.9 △ 1,217 △ 0.2

  積      立      金 104,484 1.0 102,161 1.0 2,323 2.3

  予      備      費 5,000 0.0 5,000 0.1 0 0.0

歳    出    合     計 10,650,000 100.0 9,935,000 100.0 715,000 7.2

区        分

令和7年度 令和6年度 比      較

第７表 歳出予算の性質別構成図 

 

歳出総額 

77億 500万円 
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（４）特別会計 

 特別会計については、特別の事業の実施や特別の資金をもって運用するものなど、それぞ

れ他の会計から独立して経理することが必要な会計について、一般会計とは別に設置してい

る会計で、その概要は第９表のとおりです。 

 

第９表 令和 7 年度特別会計予算（当初予算の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ/Ｂ＊100

国 民 健 康 保 険 2,067,000 44.4 2,147,000 45.4 △ 80,000 △ 3.7

介 護 保 険 2,241,890 48.2 2,246,566 47.5 △ 4,676 △ 0.2

後 期 高 齢 者 医 療 344,800 7.4 332,800 7.0 12,000 3.6

西 山 財 産 区 2,321 0.0 2,269 0.0 52 2.3

   合                        計 4,656,011 100.0 4,728,635 100.0 △ 72,624 △ 1.5

区        分
令和7年度 令和6年度 比      較
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２．令和６年度下半期の財政運営の状況 

 

（１）概    要 

    令和 6年度決算は、行政経費の徹底した見直しや削減に努め、歳出の抑制を図る一方、歳

入においては、税収等の着実な収入や補助金等の確保により、実質収支は黒字を見込んでい

ます。  

  今回は、令和 6 年 10 月 1 日以降の補正予算および予算執行の概要を説明することとし、

最終の決算状況は、令和 7年 12月の公表で説明します。 

 

（２）令和 6年度予算の補正状況（一般会計） 

    令和 6年度 9月末の現計予算額は 104億 1,640万円でした。上半期の状況公表後、10

月には第 6号補正予算（専決処分）として 1,623万円、12月議会には７号補正予算として

１億 2,536万円、8号補正予算として 1億 5,750万円、２月議会には９号補正予算として

1億 2,917万円、3月議会には 10号補正予算として 3億 5,468万円の増額補正が議決さ

れました。 

結果として、最終予算額は 111 億 9,934 万円となりました。令和 5 年度の最終予算額

107 億 6,890 万円と比較すると 4 億 3,044 万円（4.0％）の増額となっています。各補

正予算における主な内容は、次のとおりです（主な事業のみ抜粋）。 

 

① 令和 6年度 10月補正予算（第 6号）【専決処分】（16,230千円）  補正額 

衆議院議員選挙費          16,230千円 

会計年度任用職員人件費（衆議院議員選挙費） 332千円 

 

② 令和６年度 12月補正予算（第 7号）      （125,362千円）  補正額 

戸籍住民基本台帳事務事業          2,566千円 

障害者福祉事務事業 10,740千円 

障害者総合支援事業          53,500千円 

児童福祉事務事業 3,430千円 

児童健全育成事業          21,899千円 

公立保育所運営事業 2,000千円 

認定こども園運営事業          280千円 

保健衛生事務事業（保健） 30,629千円 

水田農業推進対策事業          2,363千円 

日野川基幹水利施設管理事業 12,765千円 

学校給食事業          8,000千円 

 

③ 令和 6年度 1２月補正予算（第 8号）     （157,495千円）  補正額 

職員人件費（議会費）ほか          58,583千円 

会計年度任用職員人件費（議会費）ほか 70,848千円 

国民健康保険特別会計繰出金          1,078千円 

介護保険特別会計繰出金（保険事業勘定） 436千円 

下水道事業会計繰出金（農集）          245千円 

下水道事業会計繰出金（公共） 8,339千円 

児童手当支給事業          17,700千円 

 

④ 令和 6年度 2月補正予算（第 9号）      （129,173千円） 補正額 

会計年度任用職員人件費（社会福祉総務費）          741千円 

物価高支援給付金事業（令和 6年度非課税世帯） 70,932千円 
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医療・介護・保育施設等物価高騰対策支援事業         20,000千円 

地域経済緊急支援事業 30,000千円 

学校給食事業 7,500千円 

 

⑤ 令和 6年度 3月補正予算（第 10号）     （354,683千円）  補正額 

鉄道対策事業 31,314千円 

私立保育園運営事業 20,798千円 

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 530,950千円 

土地改良事務事業 42,942千円 

道路メンテナンス補助事業 6,400千円 

社会資本整備総合交付金事業（防災・安全） 133,007千円 

交通安全対策事業（通学路緊急対策） 40,400千円 

小学校管理運営事業 67,080千円 

 

（３）令和 7年度への繰越明許費繰越額 

      令和 6年度予算のうち、年度内に支出が終わらなかった事業について、翌年度に繰り越し

て使用することができる経費として繰越明許費の設定を行ったものは、一般会計で 11 億

7,989万円です。 

 

① 繰越明許費繰越額の内訳 

会計名 事 業 名 金 額 

一 般 鉄道対策事業 

戸籍法等の一部改正に伴う振り仮名通知書作成業務 

会計年度任用職員人件費（社会福祉総務費） 

物価高支援給付金事業（令和 6 年度非課税世帯） 

日野町認定こども園整備基本構想策定委託業務 

日野町環境基本計画策定支援業務 

母子保健相談事業 

土地改良事務事業 

日野川基幹水利施設管理事業 

農村整備事業（農道・集落道事業） 

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 

地域経済緊急支援事業 

道路メンテナンス補助事業 

社会資本整備総合交付金事業（防災・安全） 

交通安全対策事業（通学路緊急対策） 

急傾斜地崩壊対策事業 

公園管理運営事業 

小学校管理運営事業 

学校給食事業 

32,808 千円 

2,566 千円 

741 千円 

70,829 千円 

15,840 千円 

5,148 千円 

539 千円 

50,000 千円 

12,653 千円 

2,300 千円 

530,950千円 

30,000 千円 

21,400 千円 

228,700千円 

60,100 千円 

21,200 千円 

16,490 千円 

70,123 千円 

7,500 千円 

 

（４）令和 6年度予算の執行状況 

   令和 6 年度予算の執行については、令和 7 年 3 月 31 日現在の収入、支出状況は、一般

会計においては、収入率 84.2％、執行率 76.4%、特別会計においては、収入率 86.7%、

執行率 87.8％となっています。 



【付表】

第１０表　令和６年度一般会計歳入予算（一般会計）

９月末の 10月補正予算額 １２月補正予算額 12月補正予算額 2月補正予算額 3月補正予算額 構成比

予算現額 （第6号補正） （第7号補正） （第8号補正） （第9号補正） （第10号補正） ％

町 税 3,486,021 321,450 3,807,471 34.0

地 方 譲 与 税 87,249 873 88,122 0.8

利 子 割 交 付 金 1,000 1,000 0.0

配 当 割 交 付 金 10,000 10,000 0.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 10,000 0.1

法 人 事 業 税 交 付 金 97,000 97,000 0.9

地 方 消 費 税 交 付 金 500,000 500,000 4.5

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 50,000 50,000 0.5

環 境 性 能 割 交 付 金 9,000 9,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 125,000 △ 12,295 112,705 1.0

地 方 交 付 税 1,774,425 132,386 1,906,811 17.0

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,200 1,200 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 133,083 1,692 134,775 1.2

使 用 料 及 び 手 数 料 71,678 △ 13 71,665 0.6

国 庫 支 出 金 1,398,661 36,040 13,766 126,284 96,784 1,671,535 15.0

県 支 出 金 887,066 16,230 33,965 1,966 551,379 1,490,606 13.3

財 産 収 入 4,586 204 4,790 0.0

寄 付 金 103,607 204 △ 9,592 94,219 0.8

繰 入 金 512,342 △ 257,345 141,236 2,889 △ 350,806 48,316 0.4

繰 越 金 624,324 624,324 5.6

諸 収 入 330,703 △ 10,644 527 △ 183,484 137,102 1.2

町 債 199,453 129,247 328,700 2.9

歳入合計 10,416,398 16,230 125,362 157,495 129,173 354,683 11,199,341 100.0

合    計

（単位：千円、％）



第１１表  令和６年度と令和５年度一般会計歳入予算比較

（単位：千円、％）

最終予算額 構成比 最終予算額 構成比 増減額 増減率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ/Ｂ＊100

町 税 3,807,471 34.0 3,653,470 33.8 154,001 4.2

地 方 譲 与 税 88,122 0.8 84,866 0.8 3,256 3.8

利 子 割 交 付 金 1,000 0.0 2,500 0.0 △ 1,500 △ 60.0

配 当 割 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 97,000 0.9 97,000 0.9 0 0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 500,000 4.5 470,000 4.4 30,000 6.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 50,000 0.5 50,000 0.5 0 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 9,000 0.1 9,000 0.1 0 0.0

地 方 特 例 交 付 金 112,705 1.0 21,512 0.2 91,193 423.9

地 方 交 付 税 1,906,811 17.0 1,953,424 18.1 △ 46,613 △ 2.4

交通安全対策特別交付金 1,200 0.0 1,800 0.0 △ 600 △ 33.3

分 担 金 及 び 負 担 金 134,775 1.2 194,533 1.8 △ 59,758 △ 30.7

使 用 料 及 び 手 数 料 71,665 0.6 72,464 0.7 △ 799 △ 1.1

国 庫 支 出 金 1,671,535 15.0 1,624,674 15.1 46,861 2.9

県 支 出 金 1,490,606 13.3 1,084,687 10.1 405,919 37.4

財 産 収 入 4,790 0.0 73,194 0.7 △ 68,404 △ 93.5

寄 付 金 94,219 0.8 70,736 0.7 23,483 33.2

繰 入 金 48,316 0.4 64,442 0.6 △ 16,126 △ 25.0

繰 越 金 624,324 5.6 823,765 7.6 △ 199,441 △ 24.2

諸 収 入 137,102 1.2 109,029 1.0 28,073 25.7

町 債 328,700 2.9 287,087 2.7 41,613 14.5

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 715 0.0 △ 715 △ 100.0

歳入合計 11,199,341 100.0 10,768,898 100.0 430,443 4.0

比      較令和６年度 令和５年度



第１２表　令和６年度一般会計歳出予算（目的別）

（単位：千円、％）

９月末の 10月補正予算額 １２月補正予算額 12月補正予算額 2月補正予算額 3月補正予算額 構成比

予算現額 （第6号補正） （第7号補正） （第8号補正） （第9号補正） （第10号補正） ％

議 会 費 95,250 562 951 △ 1,531 95,232 0.9

総 務 費 1,415,392 16,230 △ 19,175 21,202 △ 205,910 1,227,739 11.0

民 生 費 3,916,574 115,384 66,548 91,673 △ 98,611 4,091,568 36.5

衛 生 費 743,608 9,483 3,870 △ 64,996 691,965 6.2

労 働 費 21,153 340 413 △ 114 21,792 0.2

農 林 水 産 業 費 489,218 13,544 3,712 566,443 1,072,917 9.6

商 工 費 256,141 △ 5,853 828 30,000 △ 21,856 259,260 2.3

土 木 費 905,766 △ 95 15,553 155,876 1,077,100 9.6

消 防 費 359,701 509 591 △ 2,252 358,549 3.2

教 育 費 1,457,155 10,663 43,827 7,500 32,478 1,551,623 13.9

災 害 復 旧 費 0 0 0 0 0 0.0

公 債 費 751,440 0 0 △ 4,844 746,596 6.7

予 備 費 5,000 0 0 0 5,000 0.0

歳出合計 10,416,398 16,230 125,362 157,495 129,173 354,683 11,199,341 100.0

合    計



第１３表  令和６年度と令和５年度一般会計歳出予算（性質別）比較

（単位：千円、％）

最終予算額 構成比 最終予算額 構成比 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ/Ｂ＊100

  人       件       費 2,571,953 23.0 2,308,043 21.4 263,910 11.4

  物       件       費 1,567,847 14.0 1,521,115 14.1 46,732 3.1

  維  持  補  修  費 98,652 0.9 85,001 0.8 13,651 16.1

  補    助    費    等 1,794,832 16.0 1,951,803 18.1 △ 156,971 △ 8.0

  扶       助       費 2,182,230 19.5 1,985,677 18.4 196,553 9.9

  普 通 建 設 事 業 1,517,951 13.5 1,103,439 10.2 414,512 37.6

　   　補   助   事   業 1,224,453 10.9 877,468 8.1 346,985 39.5

　　   単   独   事   業 293,498 2.6 225,971 2.1 67,527 29.9

　   　災   害   復   旧 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  公      債      費 746,596 6.7 758,568 7.0 △ 11,972 △ 1.6

  投 資 出 資 貸 付 61,989 0.6 164,048 1.5 △ 102,059 △ 62.2

  繰 　   出　    金 564,776 5.0 575,194 5.3 △ 10,418 △ 1.8

  積      立      金 87,515 0.8 311,010 2.9 △ 223,495 △ 71.9

  予      備      費 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

  歳      出      合      計 11,199,341 100.0 10,768,898 100.0 430,443 4.0

区        分

令和６年度 令和５年度 比      較



第１４表　令和６年度特別会計予算

（単位：千円、％）

９月末の １２月 １２月 ３月 構成比

現計予算額 補正予算額 補正予算額 補正予算額 ％

国 民 健 康 保 険 2,161,006 4,875 3,416 △ 84,012 2,085,285 43.8

介 護 保 険 2,330,988 3,775 2,428 △ 2,115 2,335,076 49.0

後 期 高 齢 者 医 療 332,800 100 0 9,311 342,211 7.2

西 山 財 産 区 2,269 0 0 0 2,269 0.0

合            計 4,827,063 8,750 5,844 △ 76,816 4,764,841 100.0

合    計区        分



第１５表  令和６年度一般会計予算執行状況（令和7年3月31日現在）

歳入 （単位：千円）

予算現額に

計 対する増減

(A) (B) (B)-(A) (%)

町 税 3,807,471 3,807,471 3,856,354 48,883 101.3

地 方 譲 与 税 88,122 88,122 91,864 3,742 104.2

利 子 割 交 付 金 1,000 1,000 1,475 475 147.5

配 当 割 交 付 金 10,000 10,000 25,593 15,593 255.9

株式譲渡所得割交付金 10,000 10,000 31,575 21,575 315.8

法 人 事 業 税 交 付 金 97,000 97,000 75,377 △ 21,623 77.7

地 方 消 費 税 交 付 金 500,000 500,000 545,544 45,544 109.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付金 50,000 50,000 55,729 5,729 111.5

環 境 性 能 割 交 付 金 9,000 9,000 15,810 6,810 175.7

地 方 特 例 交 付 金 112,705 112,705 114,595 1,890 101.7

地 方 交 付 税 1,906,811 1,906,811 2,066,670 159,859 108.4

交通安全対策特別交付金 1,200 1,200 1,322 122 110.2

分 担 金 及 び 負 担 金 134,775 4,977 139,752 129,138 △ 10,614 92.4

使 用 料 及 び 手 数 料 71,665 71,665 63,209 △ 8,456 88.2

国 庫 支 出 金 1,671,535 277,375 1,948,910 1,573,632 △ 375,278 80.7

県 支 出 金 1,490,606 269,272 1,759,878 428,448 △ 1,331,430 24.3

財 産 収 入 4,790 4,790 2,896 △ 1,894 60.5

寄 付 金 94,219 94,219 91,997 △ 2,222 97.6

繰 入 金 48,316 48,316 48,316 0 100.0

繰 越 金 624,324 27,397 651,721 651,721 0 100.0

諸 収 入 137,102 137,102 97,884 △ 39,218 71.4

町 債 328,700 145,700 474,400 76,500 △ 397,900 16.1

11,199,341 724,721 11,924,062 10,045,649 △ 1,878,413 84.2

歳出 （単位：千円）

計

(A) (B) (A)-(B) (%)

1 議 会 費 95,232 95,232 91,977 3,255 96.6

2 総 務 費 1,227,739 16,502 1,244,241 1,019,397 224,844 81.9

3 民 生 費 4,091,568 74,887 4,166,455 3,546,597 619,858 85.1

4 衛 生 費 691,965 27,395 719,360 635,806 83,554 88.4

5 労 働 費 21,792 21,792 21,316 476 97.8

6 農 林 水 産 業 費 1,072,917 277,604 1,350,521 455,020 895,501 33.7

7 商 工 費 259,260 50,000 309,260 206,591 102,669 66.8

8 土 木 費 1,077,100 274,859 1,351,959 712,932 639,027 52.7

9 消 防 費 358,549 358,549 340,034 18,515 94.8

10 教 育 費 1,551,623 3,474 1,555,097 1,330,360 224,737 85.5

11 災 害 復 旧 費 0 0 0 0 0.0

12 公 債 費 746,596 746,596 746,130 466 99.9

14 予 備 費 5,000 5,000 0 5,000 0.0

11,199,341 724,721 11,924,062 9,106,160 2,817,902 76.4

支出済額 支出未済額

収入率
(B)/(A)

執行率
(B)/(A)

収入済額

歳 出 合 計

予　　　算　　　現　　　額

予　　　算　　　現　　　額

予算額
繰越事業費
財源充当額

予算額
前　年　度

繰越事業費

区            分

歳  入  合  計

区        分
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（単位：千円）

収入率 執行率

繰越事業費 計 (B)/(A) （C)/(A)

財源充当額 （A) (%) (%)

国 民 健 康 保 険 2,085,285 2,085,285 1,853,975 1,915,453 △ 61,478 88.9 91.9

介 護 保 険 2,335,076 2,335,076 1,951,927 1,939,221 12,706 83.6 83.0

後 期 高 齢 者 医 療 342,211 342,211 324,111 326,749 △ 2,638 94.7 95.5

西 山 財 産 区 2,269 2,269 2,587 1,907 680 114.0 84.0

合            計 4,764,841 0 4,764,841 4,132,600 4,183,330 △ 50,730 86.7 87.8

差引
(B)-(C）

区        分 収入済額
(B)

支出済額
（C)

予　　算　　現　　額

予算額


